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答申第１４９号

答 申

第１ 審査会の結論

実施機関の決定は妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 行政文書の開示請求

審査請求人は、平成２３年７月２０日、奈良県情報公開条例（平成１３年３月奈良

県条例第３８号。以下｢条例｣という。）第６条第１項の規定に基づき、奈良県警察本

部長（以下「実施機関」という。）に対し、「道路交通法施行令第２６条の３の２第

３項第５号の取り扱いについて、その統一的運用を図るためになされた照会・回答文

書」の開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。

２ 実施機関の決定

平成２３年８月２日、実施機関は、本件開示請求に対応する行政文書を作成又は取

得していないため不存在として、行政文書の不開示決定（以下「本件決定」という。

）を行い、審査請求人に通知した。

３ 審査請求

審査請求人は、平成２３年８月３０日、本件決定を不服として、行政不服審査法（

昭和３７年法律第１６０号）第５条の規定に基づき、実施機関の上級行政庁である奈

良県公安委員会（以下「諮問実施機関」という。）に対し、本件決定の取消しを求め

る審査請求を行った。

４ 諮 問

平成２３年９月１５日、諮問実施機関は、条例第１９条の規定に基づき、奈良県情

報公開審査会（以下「当審査会」という。）に対して、当該審査請求に係る諮問を行

った。

第３ 審査請求人の主張要旨

１ 審査請求の趣旨

原処分を取り消し、対象文書の全部を開示せよとの裁決を求める。

２ 審査請求の理由

審査請求人が、審査請求書及び意見書において主張している審査請求の理由は、お

おむね次のとおりである。

（１）審査請求書

道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号。以下「施行令」という。）第２
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６条の３の２第３項第５号に規定する「授乳その他の日常生活上の世話」に関して

は、授乳を除き法令上明確な事例が挙げられていないことから、具体的にどのよう

な事例が「その他の日常生活上の世話」に該当するかについては、道路交通法令が

実施機関に対し、独自の判断の裁量余地を認めたものと解される。ただし、一定の

裁量が認められるとしても、全くの裁量の自由を認めたものではなく、法の一般原

則である比例原則や平等原則、信義則等による制約を受け、何よりも憲法で保障さ

れた基本的人権を侵害するようなことは許されない。したがって、裁量行為を行う

のに参考とすべき当該規定の制定趣旨及び警察官が違反告知を行う際に当該規定を

適用するために必要な実施機関の基本的な考え方や方針があって然るべきである。

また、当該規定に関して、その統一的運用を図るためになされた照会・回答文書で

さえ「開示請求に係る行政文書を作成し、又は取得していないため。」として不開

示としている。これが事実であるとすれば、個々の警察官が個々の判断に基づいて

違反告知をしているとしか考えざるを得ず、いわゆる「警察国家」の危険性を孕ん

でおり、実施機関の不開示決定は合理性に欠けるものである。

（２）意見書

諮問実施機関の理由説明は、行政文書の不存在理由について何ら合理的な説明を

行っていないため、理由説明書の要件を具備していない。したがって、諮問実施機

関に対して、再度理由説明書を要求するようにされたい。

第４ 諮問実施機関の説明要旨

諮問実施機関が、理由説明書及び口頭理由説明において説明している本件決定の理

由は、おおむね次のとおりである。

１ 理由説明書

（１）開示請求に係る行政文書の性格

審査請求人が求める行政文書は、「道路交通法施行令第２６条の３の２第３項第

５号の取り扱いについて、その統一的運用を図るためになされた照会・回答文書」

である。

施行令第２６条の３の２第３項第５号には、幼児用補助装置に係る義務の使用免

除について「運転者以外の者が授乳その他の日常生活上の世話（幼児用補助装置を

使用させたままでは行うことができないものに限る。）を行っている幼児を乗車さ

せるとき」と規定されていることから、この規定に係る幼児補助装置の使用を免除

される日常生活上の世話の解釈について、警察署等の所属から交通企画課又は交通

企画課から警察庁等に対して行われた照会、回答に関する行政文書と認められる。

（２）不開示とした理由

警察業務に関連する、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「道交法」

という。）及び施行令等の交通法令の解釈について、奈良県警察本部では交通企画

課が事務を所掌している。

警察署等の所属において交通法令の解釈に疑義が生じた場合、当該所属は交通企

画課に照会し、交通企画課では、警察庁に照会する等したうえで回答している。

奈良県警察本部が条例の適用を受けるのは、条例附則第１項第２号の規定に基づ

く奈良県情報公開条例の一部の施行期日を定める規則（平成１４年１月奈良県規則
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第３７号）により、平成１４年４月１日とされ、条例附則第３項で同日以後に奈良

県警察本部の職員が職務上作成又は取得した行政文書のみが対象となり、同条第４

項で奈良県警察本部においては平成１４年３月３１日以前に作成又は取得した文書

について条例の適用はないとされているため、開示請求日において平成１４年４月

１日以後に作成又は取得された「照会・回答文書」について検索を実施したところ、

開示請求に係る行政文書が保管されていなかったことから、本件処分を行ったもの

である。

（３）結語

以上のことから、実施機関が行った本件処分は妥当なものであり、審査庁である

公安委員会としては、本件決定について原処分維持が適当と考える。

２ 口頭理由説明

法令の解釈に疑義が生じた場合、法令の適用の統一性を確保するため、実施機関か

ら警察庁に対し、文書により照会を行い、その回答を各所属に周知することがあり、

本件開示請求に対応する文書には、このような場合における照会及びその回答に係る

文書が該当すると判断した。また、警察法（昭和２９年法律第１６２号）第７９条に

基づく苦情の申出を受けて、その処理に当たり、法令の解釈についての実施機関の見

解が正しいかどうかを確認するために、警察庁に対し電話等により照会を行うことが

あるが、当該照会及びその回答に係る文書は、本件開示請求に対応する文書に該当し

ないと判断した。

第５ 審査会の判断理由

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

１ 基本的な考え方

条例は、その第１条にあるように、県政に対する県民の理解と信頼を深め、県民の

県政への参加を促進し、もって県民の知る権利への理解を深めつつ、県の有するその

諸活動を県民に説明する責務が全うされるようにするとともに、公正で開かれた県民

本位の県政を一層推進することを目的として制定されたものであり、その解釈・運用

に当たっては、県民の行政文書開示請求権を十分尊重する見地から行わなければなら

ない。

したがって、当審査会は県民の行政文書開示請求権を十分尊重するという条例の趣

旨に従い、諮問実施機関の意見聴取のみにとどまらず、審査に必要な関係資料の提出

を求め、当審査会により調査を行い、条例の適用について判断することとした。

２ 本件決定の妥当性について

審査請求人は、「道路交通法施行令第２６条の３の２第３項第５号の取り扱いにつ

いて、その統一的運用を図るためになされた照会・回答文書」の開示を求めているの

に対し、諮問実施機関は、当該文書を作成又は取得していないため不存在であると主

張しているので、以下検討する。

（１）本件開示請求の趣旨について

審査請求人が開示を求めている「道路交通法施行令第２６条の３の２第３項第５
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号の取り扱いについて、その統一的運用を図るためになされた照会・回答文書」を

実施機関がどのような趣旨に解したかについて、当審査会は、諮問実施機関による

口頭理由説明の際に詳細な説明を求めた。

これに対する諮問実施機関の説明は、実施機関において法令の解釈に疑義が生じ

た場合、法令の適用の統一性を確保するため、実施機関から警察庁に対し文書によ

り照会を行い、その回答を各所属に通知することがあり、この照会及びその回答に

係る文書が本件開示請求に対応する行政文書に該当するが、警察法第７９条に基づ

く苦情の申出を受けて、当該苦情の処理に当たり、法令の解釈について実施機関の

見解が正しいかどうかを確認するために行った警察庁に対する電話等による照会及

びその回答に係る文書は、本件開示請求に対応する文書に該当しないと判断したと

いうものである。

ところで、本件開示請求に係る文書は、法令の統一的運用を図るためになされた

照会及びその回答文書であるから、法令の解釈に疑義が生じた場合に、当該法令の

適用の統一性を確保するため、その回答を各所属に通知する前提で行われる照会及

びその回答に係る文書が対象となると解するのが相当である。

しかし、諮問実施機関が説明する苦情処理に係る個々の案件を処理するに当たっ

て行われる照会のように、確認的に行われるものであって、その回答を各所属に通

知することを目的に行われるものではないものは、審査請求人が開示を求めている

「統一的運用を図るためになされた照会・回答文書」には該当しないと解するのが

相当である。

したがって、本件開示請求の趣旨についての諮問実施機関の判断は妥当と認めら

れる。

なお、苦情処理に係る個々の案件を処理するに当たって行われる照会及びその回

答に係る文書（以下「苦情照会文書」という。）については、当審査会が、諮問実

施機関の口頭理由説明の際に説明を求めたことによりその存在が明らかになったの

であるが、審査請求人に対しては、その存在は説明されていなかったとのことであ

る。当審査会は、前述のように苦情照会文書については、本件開示請求に対応する

文書に該当しないと判断したが、開示請求を行う者は行政がどのような文書を保有

しているのか分からないのであるから、県が保有する情報を広く県民に公開するこ

とにより県の説明責任を果たすという情報公開制度の趣旨を踏まえると、本件開示

請求に係る文書を特定する際に、審査請求人に対し所要の説明をするとともに本件

開示請求の趣旨についての審査請求人の意図を確認することが望ましかったと考え

られる。

（２）本件行政文書の不存在について

審査請求人のいう施行令第２６条の３の２第３項第５号とは、道交法第７１条第

３項第３号に規定する幼児用補助装置の使用義務について、日常生活上の世話を行

っている幼児を乗車させるときは、当該義務が免除される旨定めた規定である。

施行令第２６条の３の２第３項第５号の規定を含め幼児用補助装置使用義務に係

る規定は、道路交通法施行令の一部を改正する政令（平成１１年政令第２２９号）

により公布され、平成１２年４月１日に施行されている。

諮問実施機関は、法令の解釈に疑義が生じた場合、法令の適用の統一性を確保す

るため実施機関から警察庁に対し行った照会及びその回答に係る文書のうち、同号

に係るものについて探索したところ、該当する文書は発見されなかったと説明する。

本件開示請求に係る文書は、（１）で判断したとおり、法令の解釈に疑義が生じ
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た場合に行われる照会及びその回答文書であり、法令の解釈に疑義が生じなければ

照会を行う必要はないのであるから、警察本部長の職員が職務上作成し、又は取得

した行政文書について条例が適用されることとなった平成１４年４月１日以後にお

いて、当該文書を作成又は取得していなかったとしても、特段不自然、不合理な点

はなく、当該文書が存在すると推測させる特段の事情もない。

したがって、本件開示請求に対応する行政文書は存在しないとする諮問実施機関

の説明は是認できると判断する。

３ 結 論

以上の事実及び理由により、当審査会は「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

第６ 審査会の審査経過

当審査会の審査経過は、別紙のとおりである。
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（別 紙）

審 査 会 の 審 査 経 過

年 月 日 審 査 経 過

平成２３年 ９月１５日 ・ 諮問実施機関から諮問を受けた。

平成２３年１０月２０日 ・ 諮問実施機関から理由説明書の提出を受けた。

平成２３年１１月２１日 ・ 審査請求人から意見書の提出を受けた。

平成２４年 ３月１６日 ・ 事案の審議を行った。

（第１５２回審査会） ・ 事案の併合を行った。

平成２４年 ３月２９日 ・ 諮問実施機関から理由説明書（追加分）の提出を受け

た。

平成２４年 ６月２６日 ・ 諮問実施機関から不開示理由等を聴取した。

（第１５５回審査会） ・ 事案の審議を行った。

平成２４年 ９月 ４日 ・ 諮問実施機関から引き続き不開示理由等を聴取した。

（第１５６回審査会） ・ 事案の審議を行った。

平成２４年１０月１７日 ・ 事案の審議を行った。

（第１５７回審査会）

平成２４年１１月１５日 ・ 答申案のとりまとめを行った。

（第１５８回審査会）

平成２４年１１月３０日 ・ 諮問実施機関に対して答申を行った。
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